
県営林事業森林整備等実施要領  

 

（平成 18 年４月１日付け  林第１６６号） 

（平成 20 年７月８日付け  林第３８０号） 

改正（平成 21 年４月 15 日付け 林第 ９３号） 

改正（平成 21 年５月 21 日付け 林第２２２号） 

改正（平成 26 年３月 28 日付け 林第１１９８号） 

改正（平成 27 年５月 18 日付け 林第１９２号） 

改正（平成 29 年２月 21 日付け 林第９４１号） 

                       改正（令和 ２年 10 月１日付け 林第５６３号） 

改正（令和 ４年２月 14 日付け 林第９８４号）   

改正（令和５年 10 月 13 日付け 林第７３３号）  

改正（令和７年 ３月 25 日付け 林第１１１５号）  

 

 

（目  的） 

第１条 この要領は、県有林事業及び県行造林事業（以下「県営林事業」という。）に係る森林整備工

事（新潟県森林整備工事入札参加資格審査規程（以下「森林整備工事入札参加資格審査規定」という。）

第２条で規程する工事をいう。以下同じ。）及び森林作業道等整備工事の実施について、新潟県財務

規則（昭和 57 年新潟県規則第 10 号、以下「財務規則」という。）、建設工事執行規程（昭和 46 年８

月 1 日新潟県訓令第 27 号）、財務規則別記建設工事請負基準約款（以下「約款」という。）、新潟県

森林整備工事請負契約条項（平成 18 年２月 21 日付け治第 941 号農林水産部長通知、以下「契約条項」

という。）及び県営林事業における間伐材売買契約を伴う森林整備工事競争入札実施要綱（平成 20

年６月 10 日伺定、以下「利用間伐入札実施要綱」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定め

るものとする。 

 

（実施計画書の作成及び提出） 

第２条 地域振興局長、新潟地域振興局津川地区振興事務所長及び森林研究所長（以下「地域振興局長

等」という。）は、県営林事業に係る工事を実施しようとする前年度の８月末日までに第１号様式に

よる実施計画書を作成し、農林水産部長に提出する。 

２ 実施計画書の作成は、林業土木積算基準、新潟県土木工事等基礎単価表、県有林県行造林伐出経費

算定基準、新潟県森林作業道開設基準等（以下「林業土木積算基準等」という。）によるものとする。 

３ 計画検討にあたっては、事業コストの低減や入札参加者の受注意欲向上などに資する施業方法・事

業量等となるよう努めるものとする。 

 

（予算の配当等） 

第３条 農林水産部長は、前条により提出された実施計画の内容を審査し、予算の範囲内で工事の内容

を決定し、地域振興局長等へ通知するとともに予算の配当を行う。 

 

（変更協議） 

第４条 地域振興局長等は、前条で通知を受けた内容を変更する場合には、農林水産部長に協議を行う

ものとする。 

 

（境界の確定、表示及び管理方法） 

第５条 工事区域はあらかじめ境界及び面積を確定するものとする。 

２ 県有林及び県行造林立木（以下「県営林立木」という。）が、隣接する県営林以外の林分と同様の

林相であることなどによりその境界が明確でない場合は、「新潟県林業関係事業における誤伐防止に

関する指針（平成 21 年 3 月 18 日林第 1072 号林政課長治山課長通知）」の規定に基づく境界確認を行

うものとする。 

３ 前項の境界確認に伴う境界の表示方法及び管理方法は、次の各号によるものとする。 

（１）確定した境界上には１点以上の杭を設置し、GPS による座標を取得するものとする。 



（２）前号により設置する杭が複数ある場合は、杭に番号を付すものとする。 

（３）境界にある県営林立木については、スプレー等によるマーキングを行うものとする。 

（４）第１号で設置した杭、第３号によるマーキング状況を写真撮影するものとする。 

（５）団地施業図には杭を「 □ 」で表示し、第１号により取得した座標を明記するものとする。 

（６）第４号の状況写真は、「立木調査及び境界確認の直営調査に関する立会謝金等の取扱い要領 

（平成 21 年 3 月 18 日林第 1073 号林政課長治山課長通知）」の様式２の立会確認書(代理人の場合は

委任状も含む。）の写しと共に保存するものとし、その保存期間は県による団地処分終了後５年間と

する。 

４ 境界確定後の状況が施業図と異なる場合は、コンパス測量を行い施業図を修正するものとする。 

 

（設計書の作成） 

第６条 地域振興局長等は、第３条による通知に基づき第２号様式により設計書を作成する。 

２ 設計書の作成は、林業土木積算基準等によるものとする。 

 

（工事の方法） 

第７条 工事は、県営林事業作業標準仕様書（以下「仕様書」という。）によるものとする。 

 

（入札参加の範囲） 

第８条 工事の入札参加の範囲については、次のとおりとする。 

（１）森林整備工事については、森林整備工事入札参加資格審査規程に基づく森林整備工事入札参加資

格者名簿によるものとする。なお、間伐材売買契約を伴う森林整備工事（森林作業道開設を含む）

については、利用間伐入札実施要綱第３条の規定によるものとする。 

（２）森林作業道等整備工事については、新潟県建設入札参加資格審査規程に基づく建設工事入札参加

資格者名簿によるものとする。 

 

（契約書の様式等） 

第９条 工事に係る契約書の様式等については、次のとおりとする。 

（１）森林整備工事については、この要領で定めるものとする。 

 (２）森林作業道等整備工事については、財務規則第 79 条に基づく契約書(第 36 号様式)によるものと

する。 

 

（報  告） 

第 10 条 請負者は、工事に着手したときは第３号様式による県営林事業工事着手届を、工事を履行した

ときは第４号様式による県営林事業工事履行届を速やかに地域振興局長等に提出するものとする。 

２ 地域振興局長等は、請負者及び請負金額を決定したとき（変更を含む。）は第５号様式による契約

（変更）報告書に契約書の写しを添えて、工事の履行を確認したときは第６号様式による工事完了報

告書を速やかに農林水産部長に提出するものとする。 

 

（検  査） 

第 11 条 地域振興局長等は、工事の臨時検査及び完成検査を行うときは契約条項第 14 条３項、第 32

条２項及び新潟県林業土木工事検査要領（昭和 53 年 10 月 13 日林第 1310 号）によるものとする。 

 

（その他） 

第 12 条 森林整備工事については、財務規則第 80 条、第 81 条、第 82 条、第 82 条の２、第 83 条にお

ける「建設工事」を「森林整備工事」と読み替えるものとする。 

  

（補 則） 

第 13 条 この要領に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。 



第１号様式

　　年　　月　　日

農林水産部長　　様

地域振興局長（新潟地域振興局津川地区振興事務所長）・森林研究所長

県営林事業森林整備等実施要領第２条に基づき下記のとおり報告します。

造林区分 団地名
林小班
・施業番

号

所在地・市町村
・大字

林齢 植栽年 作業種
事業量
(ha,m)

事業費
（円）
(a)

補助
事業名

国庫補助金
（円）
(b)

補助残額
（円）

(a)-(b)

間伐材
売払額
（円）

間伐材
利用材積

（㎥）

間伐率
（％）

立木
売払額
（円）

売払立木
材積（㎥）

備　考

（注） １　計画書の作成にあたっては、別記「県営林事業の収支改善に向けた留意事項」を参照すること。

　　 　２　立木売払いの計画がある場合は、併せて記載すること。

年 度 県 営 林 事 業 実 施 計 画 書

計

作業種 事業量（ha, m）

立木売払い

利用間伐

保育間伐

枝打ち

専用道（開設）

専用道（補強）

作業道（開設）

作業道（補強）

専用道（測量委託）



第１号様式　別記

１ 施業方法の改善

・

２ 受注環境の改善

３ その他

・

・

余裕のある工期を確保するため、次年度に早期発注ができるよう、必要な現地調査等を計
画的に実施すること

県営林事業の収支改善に向けた留意事項

　計画から実施までの各段階において省力化・効率化に取り組み、そのコスト低減効果を
反映した競争入札等により、事業コストの低減を図る。

主伐の時期を想定し、収穫量の将来予測等を踏まえて計画すること

・ 間伐を実施する場合は、現場条件等に応じて、定性間伐だけでなく、列状間伐の実施も検
討すること

・ 現地調査においては、地上レーザスキャナ等のICT機器を積極的に活用し、調査コストの
低減を図ること

保育間伐については、利用間伐の可能性を積極的に検討すること

・ 森林作業道開設に伴う支障木伐採等により、一定量の広葉樹材の生産が見込まれる場合
は、スギに限らず広葉樹材の販売も併せて検討すること

入札不調等が生じた場合に備え、あらかじめ候補地の掘り起こしを進め、可能な限り代替
地を選定しておくこと

　利用間伐工事等の受注環境の改善に取り組み、入札参加者の受注意欲を向上させること
で競争性を高め、工事の落札額の低下や木材売上額の増大を図る。

・ 現場条件に応じて、隣接団地との一括発注や周辺の農林公社分収林等との連携を検討し、
適正な事業量を確保すること

・ 大型トラックによる木材運搬が可能となるよう、林業専用道（規格相当）の開設や補強に
ついても検討すること

・













第５号様式

　　年　　月　　日

農林水産部長　　様

　地域振興局長（新潟地域振興局津川地区振興事務所長）・森林研究所長　

県営林事業森林整備等実施要領第10条に基づき下記のとおり報告します。

造林
区分

団地名
林小班
・施業
番号

所在地・市町村
・大字

林齢 植栽年 作業種
事業量
(ha,m)

設計事業費
（円）

請負事業費
（円）(a)

契約
方法

契約
年月日

工事
期間

補助
事業名

国庫補助金
（円）
(b)

補助残額
（円）

(a)-(b)

森林経営計
画認定番号

間伐率
（％）

間伐材
売買契約額

（円）
備　考

年 度 県 営 林 事 業 契 約（ 変 更 ）報 告 書

請負者
（住所・氏名）

計

作業種
事業量
（ha, m）

利用間伐

保育間伐

枝打ち

専用道（開設）

専用道（補強）

作業道（開設）

作業道（補強）

専用道（測量設計）



第６号様式

　　年　　月　　日

様

県営林事業森林整備等実施要領第10条に基づき下記のとおり報告します。

（注）利用間伐においては、備考欄に搬出材積を記入すること。

年 度 県 営 林 事 業 完 了 報 告 書

農林水産部長

着手
年月日

支払
年月日

契約
方法

請負
事業費
（円）

　地域振興局長（新潟地域振興局津川地区振興事務所長）・森林研究所長　

市町村-大字-字-番地

林齢団地名
造林
区分

合　　　計

備　　　考
林小班・
施業番号

請負者
（住所・氏名）

契約
年月日

完了
年月日

作業
種

事業量
(ha、ｍ)

所 　  在   　地
植栽
年度


